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【沖村 】本 日は私 どものrISTEPNewsにご協力いただき誠 に有 り難 うござ います。 この度私 は、政
策研の所 長 を拝命 し、科学技術政策研究 につ いて少 し勉強 してお りますが、 この方面 では 「研究 ・
技術計画 学会」があ り、先生 はその発足 当時か らご活躍で あ られ ます。 自己紹介 をかね てニュース
の巻頭対 談用 に、設 立当時 の ご苦労話その他 をお聞き した いと思い ます。
【平澤】研究 ・技術 計画学会が設立 されたのは、今か らio年前、昭和60年の10月で した。今年 の秋
の学会が10周年記 念大会 ということにな ります。ち ょうどH本 の科 学技術 が世界 的に認 め られるよ
うにな った時期であ り、そ の強 さの秘 密が どこにあるのか海外か らも注 目され、多 くのヒア リング
調査等 が、外国の研 究者 によって行われ ました。そ ういうものが刺 激 にもな りまして、我 々の手で
学問的 にきちん と対応 できる体制 をつ くらな けれ ばという気運が研 究者だ けでな く、調査対象 であ
った企 業や官庁 を含めて盛 り上が った ように思 います。
【沖村】その当時、コア にな られた人が居 られたのですか。
【平澤】 ええ、産 学官統合 の象徴 のような方が必
要だ というわ けで、現在 の会長で ある向坊先生 に
ご相談 致 しました。それで、先生 の肝 い りで、関
連各分野で ご活躍の方々 と3年 間準備 のため の相
談 を致 しま した。政策研究所 の発足 は7年 前です
か ら、学会 の発足が この研究所設立 の一つ の契機
にな ったので はな いか と思 います。
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〔沖村 】現在 学会員 は どの くらいですか。
【平澤】個 人会員 は630人です。発足 時は3◎0人位で した。法人会員 は一時130社まで行 きましたが 、
現在 は110社位です。広 い産 業分野 の リーディ ングカ ンパ ニー の ご参加 を頂 いてお ります。
〔沖村 】学会 で発表 され る論文 、提案 され る提言等で本学会 らしい特徴 がある ものが出ま したか。
【平澤〕学 会 らしさが出 るには蓄積が必要で、随分時間がかか るのではないか と思 っています。今
年 の記念大会 で、"研 究 ・技術計画"を 研究対象 とす る研究分 野の学問 としてのあ り方 を見 直そ う
とい うことを計画 して います。そ ういうことをわ ざわ ざ10周年 の記 念 にやる とい うことでおわか り
のよ うに、研究 それ 自体が まだ学会活動の 中で定着 して いる とは とて も言 えませ ん。
【沖村】 困難 があるのですね。
【平澤】一つ はや は り、科学技術 という専門家 にしか理解 できないよ うな、非常 に知的 に高度 な も
のを対象 に し、 しか もそれ を相対化す るため に幅広 く全体 的 に扱わな くてはな らない と言 うことで
す 。専門家 はある専門分野が理解で きれ ばそれで いいわけです が、 この分 野の研究者 は全体 が見渡
せ なけれ ばいけない。 さ らには科学技術 を担 う側 つ ま り研究者 である とか、組織 とか、あるいは研
究成果 の受 け手で ある社会 という側面 もまた研究対象 に含 める必要 があ ります。科学技術 だけな ら、
自然科学 の側か ら料理す るすべ もあるわ けですが、人や組織や社会 となる と、違 った方法論 による
アプローチが必要 にな る。
【沖村】文科系 の研究者の協力 とか ・ 一 。
〔平澤】 ええ。 しか し、文科系か らのアプ ローチはまた、科学技術そ のものに対す る理解が深 ま ら
な いという困難 さが あ り、容易で はあ りませ ん。 もう1つ は、学 問的なアプローチ は、そ もそ も認
識 を深めて いくための分析 的な方法論 を得意 としているわけです けれ ども、 この学会でや ろう とし
て いるのは、計画者の視 点か らの アプローチです。 シンセ ティ ックな、つ くり上 げて いく ことを 目
的 に した行為 を対象 とす る学会です。形成 的な学問 とい うのは、 これ もまた一種 のパ ラ ドックスで 、
学問全体 の中で まだ深め られて いな い領域 だ と思 います。 このような困難 な専門領域 に対 して では
あ りますが、文科理科の枠 組み を越 えた多様 な異分野 か らの学際的研究が進め られて いるというの
が実態で はな いか と思 います。
【沖村】学会 は地道 に発展 して いるとい うことですね 。政策研 も同 じような経験年数です ので 、似
たような困難 さが あ ります。難 しいですね 。
〔平澤】政策研 の場合の困難 さは、 さらに人材 面の制約 で しょうか 。限 られた人数で多様な アプ ロ
ーチ をこな さな くてはな らない … 。
〔沖村】国 の政策 に寄与す る という使命 が ある一方 、研究所 として学 問的成果 を挙 げ、学会活動 に
寄与す る とか。
【平澤】 シ ンクタンクの研究者、つ ま りシンクタ ンカーは、政策提言 をす るのが主な仕事か と思 い
ます。 この種 の活動 を支援す るた めに、学会発表 の中で、 シンクタ ンクセ ッシ ョン というものを設
定 し、そ こで は分析的な、厳密な裏づ けは問わないで、提言 のおも しろさや、有効性 を重視 しよ う
として います。一方で、国 の政策 をつ くってい く段階で役 に立 つ、本物 のフ ァクツを掘 り起 こして
い くといった作業 を、学者側がや らな いといけません。
【沖村}こ の種 の学会 は外国 にもあ りますか。
【平澤}こ の学会 は、実 は国 レベル の科学技術関連政策の話 と企業 レベル の研究開発 のマネ ジメ ン
トを中心 とした話 を1つ の学会 で一緒 に議論 して いるところにもう1つ の特色が あ ります。外 国の
場合 ではそれ らが独立 して いて 、別 々の学会 にな って います。 アメ リカの場合、政策 レベル の研究
2
者 は、企業 の話 に疎 く、企業 レベル の研究者 との交流 もあま りあ りません。また、企業 レベル の研
究者 は、政策 のことは範疇外で あるというのが普通のイメージです ・ もちろん・例外的 に両方 コミ
ッ トして いる人 もいますが。 ヨー ロッパでは、科 学史や科学哲 学か ら科学社会学が派生 し、企業な
い し政府 の政策 を社会学的な興味か ら研究す る とい う学会 があ ります 。 しか し、非常 にアカデミッ
クで して 、実際の政策やマネ ジメン トの実務 的問題 には無 力で、プラクテ ィカルでな い ところに特
色が ある と思 います。それ を補 うもの として、 ヨー ロッパ諸 国では、政策担 当者間 の交流が盛んで、
中には大学 に籍 を持った人 もいて、そ こで実務 的な政策研究 を行 っています。企業 レベルで も似た
仕掛 けで 、技術 担当重役 の親睦交 流会が発展 し、実務的 な学会活動 を、学者 をメンバー としな いク
ローズ ドな形で技術経営者 主導の もとにや っています。 このタイプの原形 は実は米国 にあ り、米国
にも活発な グループがあ ります。 このよ うなアカデ ミックなグルー プ と、 プラクテ ィカルな グルー
プとは、組織 的な コンタ ク トを持 たない。そ してまた、マク ロとミクロの組織的接触 も乏 しい。
【沖村】 日本の場合 です と、科学技術政策 を考 える ときに、産業界 も含めて共 に考 え るのが普通の
よ うですが。
【平澤〕 この学会 をつ くった とき に、特 にアメ リカの研究者た ちか らう らや ましが られ ま した。 ミ
クロか らマ クロまでを一体 として研究 できる とい うのは非常 にう らや ましいと。 日本の政策形成の
実態的な姿 も、や は り審議 会を通 して、民間企業 の実状 を踏 まえ、その意見が吸い上 げ られてい く
とい うことがあ りますね 。そ ういえば、欧米で 、産官学一体 とな って国際的な交流 の場 を定期的 に
持つ というある種 の学会組織 が最近発達 しつつ あ りますね。学会誌の発行等 の通常 の学会活動はや
らないで、発表会 だけ とい う。
【沖 村】将来 的に もっ と研究 され た らいい分野 というものが あ りますか。
【平澤】私の願 い として は、次 の10年の間 に、真 に学問的な成果 と言えるよ うな、かな りが っち り
した もの を生み出せ る体制 がつ くれ た らと思 ってお ります。科学技術 をどのよ うに扱 うか というこ
とに関するコ ンセ プ トが まだ混乱 しています。研究者 とか組織 とい う、人絡 みの現象 を客 観化 して
扱 う方法 論 もまだ確立 して いませ ん。また、形成的な アプローチが、 もう一つ見 えていな い。 これ
らは、部 分的に、別 の分野 の学会 で展 開されて います。例えば、人材 の問題 だ とす れば、行動 学 と
か組織論 、それか ら社会心理 学 とか。形成的な ものだ とす ると、例 えば都市 計画 である とか設計論 、
そ うい う計画論 の一群 の学 問分野 が、一応 あることはある。そのよ うな分野 で積 み上げてきた学問
的なエ ッセ ンス といいま しょうか 、方法論 を、我 々はさ らに勉強 して、 この分野 に適用 してい く。
それ をバネに して新 たに展 開 して いかなけれ ばと思 います。
【沖 村〕 この研究所 として考 えなければな らな い ことが、 まさに重 なっていま して 、大 変勉強 にな
りま した。本 日は どう も有 り難 うございま した。
(本記事 は平成7年9月18日 の平 澤先生 との対談 内容 を基 に作成 した。)
平澤 冷(ひ らさわ りょう)
昭和13年3月15日 生 まれ
昭和43年 東 京大学工学博士 の学位授与
平成7年1◎月現 在 東 京大 学教養学部基礎科学科第二、同総合文 化研究科広 域
システム科学 系 教授
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1.レ ポ ー ト紹 介/HighlightoftheNewReport
数値解析 による技術 貿易契約期間の推定
(調査研究資料No.42)
第3調 査研究グループ
1.調 査研究 の 目的
数値解析 によ り総務庁 の技術貿易 に関す る統計(科 学技術研究調 査報告書中の技術貿 易に関す る
データ)の 分析 を行 い、我 国の技術貿易の構造 を明 らか にす るとともに、我国の技術貿 易の進 むべ
き方 向を考 える。
2.解 析方 法
総務庁統 計には、我国の技術貿 易(技 術輸出 と技術輸入)に つ いて、業種別 に新 規、継続 、総 数
(総合)に わけて金額及 び件 数が収録 されて いる。また 、地域別 には金額、件数の総 数のみ収録 さ
れているが、 この新規 、継続 、総合 に分かれて いる ことに着 目 し、技術貿易の契約 期間 を推定 した。
さらに、地 域別 、業種別 について も総務庁 よ り新規 、継続 、総合 に分 け られたデータ を入手 し、業
種別 、地域別 の契約期 間 を推 定 した。
契約期 間の推定 の基本 的考 え方 を図1に 示す 。ある年 の新規契約 は、翌年以降一定期 間継続契 約
として存続 し、契約 期限が来 る と消滅す る と考 える。即 ち、ある年度(仮 にD年 度 とす る)の 契 約
の総数(総 合)は 、D年 度 まで存続 して いる継続契約(継 続)数 にD年 度 に新た に契約 された契 約
数(新 規)を 加 えた ものである。実 際の技術輸 出、技術輸入で は、契約 の初年度以降契約期 間の短
いものか ら順 に契 約が完了 してい くので、新規 の契約件数 は年 と共 に減衰 して いくが、減衰 の度合
いは、技術 の種類 や内容、技術水準 、規模 、相 手国 との間の技術水準 の違 いや力関係、契約条 件な
どによ り種 々様 々で ある。 したが って、 これ らを分析す る ことによ り、技術貿易の 内容 につ いて推
測が可能 にな る。
ここで は指数関数減衰モデル を適用 した(一 例 を図2に 示 した)。 よ り現実 に適合 させ るため、
2年目は定減衰率(al残 存率)、3年 目以降 を指数関数(bn)に よ り減衰する と仮 定す る。即ち、
全て の新規契約 は次式 に従 って減衰す るとす る。
?
??
?
??
?
?
?
?
?
?
??
?
??
?
N,-1・a・bn"1十N,
Nn_1・a・bn-1 (1)
ここで、W、、C、、N、はそれぞれt年 度 にお ける契約の総 数(総 合)、 継続契約件数な らび に新
規契約 件数 を示 す。上式 においてtは 契約 の存続期 間を示す 。但 し、上式でbn
は指数関数であるか ら、 ある年の新規契約 は式 の上では無期 限に存続す ることになるが、実 際の契
約 は有限で あることか ら、新規契約件数が初期値 の1/2に なる期間(以 後半減期 間 と呼ぶ)な ら
び に初期値 の1/10に な る年限t(新 規契約 の大 半が終 結する期 間であ り、当該契約 の最長 期間
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とみな し9割 減衰期間 とよぶ)を 契約期 間の 目安 とする。
3.分 析結果 の概略
図3に 数値解析結果の一例 として、全産業 、全地 域の技術 輸出の結果 を示す。(1)式 を用 いて
計算 した推計値(+印)と 実線 で示 した実績値(統 計 に収録 されて いる値)は 良く一致 して いる。
図の結果か ら契約期間 を推 定す る と、全産業 、全地域 における技術輸 出の契約期間 はおおよそ3つ
の時期 に分かれ、以下 に示 した数値 になった。
～1979平 均9 .6年
1980～85〃7.6〃
1986～ 〃10.2〃
上記 の結果は我国の技術輸 出の主流が 当初 は比較 的契約期 間の長 い化学工業か ら、契約 期間の比
較的短 い建 設、鉄鋼 に移行 し、さ らに最近で は契約期 間の長 い電気、 自動車 に移行 して いった事実
と定性 的 に一致 して いる。
解析結果 の要約 を以下に示す。
1)指 数関数減衰モデル の適用 によ り、技術貿易契約 の半減期間な らび に9割 減衰期 間を推 定 した。
その結果 、多 くの業種 について上記モデルの適用 によ り契約期間の推 定が出来 た。全地域 に対す る
技術輸 出の傾向 としては、建設、鉄鋼 、機械な どの業種の契約期間は比較的短 く、化学 、電気、 自
動車 な どの業 種では長 い。一方、技術 輸入の契約期間 は一般 に技術 輸出よ り長 い業種 が多 い。 しか
しなが ら、最 近の傾向 として技術輸出の契約期間 は長め に、技術輸入 の契約期 間は短 めにな りつつ
あ り、両者 の格差 は縮 ま りつつ ある。
2)業 種別 では、建設 、鉄鋼 、機械な どの業種で技術輸入 の契約期 間が長 く、輸 出 と輸入 で契約期
間が大幅 に異なる。 これ に対 して、化学、電気な どの業種で は輸出 と輸入の契約期 間に大差 がない
こと、また、 自動車 工業で は技術輸 入の契約期間 の方が短 い。
3)地 域別 にみる と、技術輸 出で地域 によ り契約期間が異な る業種 は、化学工業 であ り、アジア地
域 に対す る契約期間が若干短 い。その他 の業種 につ いて は地域 によ る契 約期 間の著 しい違 いは見 ら
れなかった。
一方 、技術 輸入では北米地域 とヨー ロッパ地域で契約期間 に違いが見 られる場合 が多 く、北米 か
らの方 が長 いのは化学、 自動車 などで あ り、 ヨー ロッパか らの方が長めの ものは、鉄鋼業 、その他
の業種 の契 約期間は ほぼ同程度で あった。
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全 産 業(全 地 域)の 技 術 輸 出 件 数 に対 す る 最 適 減 衰 モ デ ル の 適 用 結 果
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図2指 数 関 数 的 減 衰 モ デ ル に よ る 減 衰 挙 動 の 例
基本減衰式0.79t,aの 変動 ±10%
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ll.最 近 の 動 き/CurrentT◎pics
○研究 会等/ResearchMeetings
・ 「生活 関連科学技術調査委員会」の平成7年 度第1回 会合 を10月4日に開催 した。
この委員会 は、 「生活関連科学技術 課題 に関す る意識調査 」(科 学技術 振興調整 費調査研究)
の実施 に当た り、実施方針等の検討 を行 って お り、第1回 会合 では、今年 度実施す る有識者 を
対象 とするア ンケー ト調査の実施方針 等について検討 を行 った。
○講演会等/LecturesatNISTEP
IO/27(金)「柔軟性 の罠:デ ジタル ・ウォ ッチ産業 における 日米 の技術選択 に関す る事例研究」
沼上 幹(一 橋大 学商学 部産業経営研究所助教授)
[講演要 旨]
この講演 では、デ ジタル ・ウォッチ産業 における電子 ディスプ レイの技術選択 とい う1970年
代 に生 じた事例が取 り上 げられ、LEDか らLCDへ の技術転換 において米 国企業が 日本企業
に遅れ を とるに至 った要因が、理論 モデルの解釈 を通 じて説 明された。内生的技術進歩 が存在
す る場合 には、フ レキ シブルな取引 システムに特徴づ けられ る産業 システムでは、固定 的な取
引システムによ り技術転換のタイ ミングが遅れ る可能性 がある との示唆 をめ ぐって 、活発な質
疑応答 が行 われた。
10/30(月)「韓 国の科学技術 政策 と民間企業 の対応 について」
深川 由紀子(㈱ 長銀総合研究所海外調査部主任研究員)
[講演要 旨]
これ は、 「アジアの科学技術政策 に関する研究会」 の第6回 会合 において実施 され た もの。
近年 、 自動車 ・半導体な どの分野 で大 躍進 を続 ける韓 国の科学技術 を対象 に、政府 の政策や 民
間企業 の研究 開発な どの現状 と今後 の課題 について講演 が行 われた。その後 、中小企業 の育成
策や大学 における研究開発 の活性化策 な どについて活発 な議論 が行 われた。
○ 主 要 来 訪者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
・IO/2Dr.CarstenXreklau(ドイ ツ産 業 連 盟 専 務 理 事)
・10/4陳 添 枝(台 湾 中華 経 済 研 究 院研 究 顧 問)
・10/18Dr.HeinzRiesenhuber(日独 ハ イ テ ク環 境 技 術 協 力評 議 会 議 長)
・10/30Dr.RobertKneller(米国 国 立 保健 研 究所 日 中 プ ログ ラム 担 当官)
斑.そ の 他/◎therTopics
○ 海 外 出張
・10/3～10/8
.10/14～10/20
●10/27～11/5
富澤第2研 究 グルー プ研究員(ベ ルギー、ア ン トワープ)
第4回 科 学技術指標 国際会議出席
岡本第2調 査研究 グルー プ上席研究官(中 国、北京)
科学技術 の公衆理解 に関す る国際会議 出席
木場第2調 査研究 グルー プ上席研究官(中 国)
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○ 海外出張報告
第2研 究 グループ 富澤宏之
ベルギーのア ン トワープにおいて 「第4回 科学技術 指標国際会議」が 開催 され、 これ に出席 し、
「合成指標」 について研 究発表 を行 った。本会議 は、オ ラ ンダのライデ ン大学 ・科 学技術研究 セ
ンターの主催 による もので、科 学技術指標 に関す る専門的な学術発表 を目的 としてお り、本 会議
は、当該分野 において最 も権威 のある会議 の一つ と位 置付 け られ る。今 回の会議の参加者 は、お
よそ2◎0名ほ どであった。 また 、研究発表 は、主会場 におけ る講演 と、ポスター ・セ ッシ ョンに分
け られ、前者の発表件 数は38件、後者が23件で あった。会議 を通 じての発表研究の傾向 としては、
科 学技術文献のデータベース を用いた定量的分析(い わ ゆる計 量文献学)が 最 も多 く、次 いで、
特許デー タを用 いた定 量分析が多 かった。 なお 、 このよ うな傾 向は、第1回会議か らの もので ある。
今回は特 に、計量文献 学的研究 において、従来以上 にダイナ ミカルな分析 を目指す傾向が うかが
えた。 また、 これ までのよ うに米国のSCIデー タベース を用 いず、独 自のデータベー スを構築 して
分析 を行 って いるグループが見受 けられ 、本分野 にお ける新 たな動 向 として注 目され る。
○外部発表
研 究 ・技術 計画学会
10/5研 究開発組織 及び制度の改革 をめ ぐる産官学 の課題;こ れまでの政策論議の視点 か ら
(永田晃也〉
10/6液 贔デ ィス プレイ開発 プロセスの比較研究(伊 地知寛博)
分子線エ ピタキ シを事例 とする科 学技術分野 の形成過 程の分析
そ の2一 主要研究期間 におけ る研究 開発 プ ロセ スー(伊 地知寛博)
10/7未 利用 自然エネルギー利用 に関する施策 の研究(竹 林恵一、柿 崎文彦 、権 田金治)
マクロモデル による知識ス トックの経済効果 の計測
一 プロ トタイ プの開発 と暫定的 シミュ レーシ ョンー(永 田晃也)
技術知識 の減衰係数 の長期的特性(光 焔 照久)
特許 ス トックのシミュ レー ション(光 焔 照久)
科学技術 の基盤整備 と産業界へ のイ ンパ ク トに関す る研究(権 田金治他4名)
理 工系大学院 プログ ラムの 日米比較(TanyaSienko)
??
?
?
編集 ・発行 科学技術庁科学技術 政策研究所 「政策研 ニュース」編集委員会
(担当 二情報分析課)
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